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地域福祉の推進に向けたアンケート調査（相談支援機関）について

調査概要

相談支援機関（市町村社会福祉協議会、生活困窮者自立相談窓口、地域包括支援センター、
子育て世代包括支援センター、地域子育て支援拠点、障害者相談支援事業、発達障害者支援
センター、女性相談等、計３４７ヶ所）

調査対象

質問紙を用いた郵送調査調査方法

令和元年１１月１日～１１月３０日調査時期

①他分野・複合課題の相談への対応について ②コミュニティソーシャルワーカーについて
③福祉サービスの自己評価について

調査項目

目的 青森県地域福祉支援計画【第二次】改定のための基礎資料を得ること。



設問項目 主な設問

他分野・複合課題の相談への対応について
・専門分野以外の相談への対応状況
・他機関との連携の状況
・複数分野の支援のコーディネート機能の必要性

コミュニティソーシャルワーカーについて
・配置状況
・必要性や担い手としてふさわしい機関
・期待する役割

福祉サービスの自己評価について 自己評価の実施状況
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調査項目について



調査対象 対象数 回答数 回収率

市町村社会福祉協議会 ４０ ３６ ９０．０％

生活困窮者自立相談窓口 １６ １６ １００％

地域包括支援センター ７２ ５９ ８１．９％

子育て世代包括支援センター ７ ７ １００％

地域子育て支援拠点 ９７ ６６ ６８．０％

障害者相談支援事業所、
発達障害者支援センター

１１２ ８７ ７７．７％

女性相談等 ３ ３ １００％

計 ３４７ ２７４ ７９．０％

3

回答状況について
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調査結果まとめ①（他分野・複合課題の相談への対応）

（１）受付機関から担当機関へ連絡してつなぐケースが多い一方で、担当機関の情報を相談者へ伝えて終わっているケースも多い。
⇒ 受付機関から担当機関への直接・確実なつなぎが必要（例：自立相談窓口の同行によるつなぎ）

（２）相談機関同士の連絡連携はスムーズと感じる機関が多い一方で、他機関への知識の少なさが連携の壁に。
⇒ 他機関・他制度の知識を得ることがさらなる連携につながる。

（３）「８０５０」はじめ複合課題を抱える世帯への対応の増加
⇒ 複数機関をコーディネートする機関（協働の中核となる機関）が必要

0% 10% 20% 30% 40% 50%

直接担当する機関に連絡し、

相談者と同行してつないでいる

直接担当する機関に連絡し、

相談者と同行せずにつないでいる

市役所・役場の担当部署に連絡している

相談者に担当部署や相談先を伝え、

相談者から直接担当部署へ相談してもらっている

業務範囲以外の相談内容であっても、

できる範囲で対応している

その他の方法で対応している

専門以外の相談を他の機関につないだり、

業務範囲以外の相談に対応したりしていない

（１）専門以外の相談への対応

スムーズであると

感じる

スムーズである

と感じない

無回答

（２）他の相談機関等との連携や連絡

0% 10% 20% 30% 40%

親の介護と子育てを同時にしている世帯

高齢の親と、働いていない子が同居している世帯（いわ

ゆる８０５０）

20歳前後で就労できず、生活支援を必要としている人

障害の疑いがあるが、手帳の申請や病院の受診を拒否

しているために制度の利用ができない人

ごみ屋敷に暮らす人

その他

（３）対応した複数課題を抱えるケース

連携に必要な相

談機関や施設な

どの資源が地域

に少ない

連携先と日頃から交

流がない

連携先の業務に関する知

識に乏しいため、連絡しづ

らい

その他

無回答

（２）連絡や連携がスムーズであると感じない理由



0% 10% 20% 30% 40%

市役所・町村役場

社会福祉協議会

社会福祉法人

地域包括支援センター

障害者相談支援事業所

地域子育て支援拠点

その他

（３）配置するべき場所

調査結果まとめ②（コミュニティソーシャルワーカー）

（１）配置している相談支援機関は全体の約１割。
（２）配置を必要と考える機関は６割以上。期待する役割は、制度の狭間の相談受付や必要なサービスへのつなぎ、各種サービスの利用支援。
（３）最も適切な配置場所として考えられているのは、市役所・町村役場 ⇒ 市役所・町村役場等の積極的な取組を期待

配置さ

れてい

る

配置されていない

無回答

（１）配置状況

必要だ

必要ない

わからない

無回答

（２）配置の必要性
0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90%

制度の狭間にある住民者からの相談への対応

（必要なサービスへのつなぎや

各種福祉サービスの利用申請支援等を含む）

事例に応じた関係者間で構成する

ケース検討会の開催

住民に対する福祉サービスの

利用方法等の情報提供

住民の地域活動の育成支援

住民と福祉の専門家との協働の促進

新たなサービスや仕組みの

研究・開発・普及

その他

（４）期待すること
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調査結果まとめ③（サービスの自己評価）

（１）自己評価を行っている事業所は６割以上。全職員が参加して自己評価に取り組む事業所が多い。
（２）福祉サービスの外部評価を受けている相談支援機関は約２割となっている。 ⇒ 外部評価の取組の促進

行っている行っていない

無回答

（１）自己評価の実施状況

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

事業所で働くすべての職員が評価を行っている

事業所内に、管理者や従業者等で構成される評価を行う組織を設

置し、その組織が評価を行っている

利用者やその家族に聞き取り調査やアンケート調査を実施している

その他

（２）自己評価の実施方法

必要である

必要ない
無回答

（３）自己評価の必要性

受けている

受けていない

無回答

（４）福祉サービスの外部評価



設問ごとの調査結果
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25

17

13

5

1

13

7

2

4

5

28

36

18

21

6

5

3

3

4

3

1

3

21

30

38

3

1

2

26

40

18

44

13

2

1

1

1

3

0 20 40 60 80 100 120 140

直接担当する機関に連絡し、

相談者と同行してつないでいる

直接担当する機関に連絡し、

相談者と同行せずにつないでいる

市役所・町村役場の担当部署に連絡している

相談者に担当部署や相談先を伝え、

相談者から直接担当部署へ相談してもらっている

業務範囲以外の相談内容であっても、

できる範囲で対応している

その他の方法で対応している

専門以外の相談を他の機関につないだり、

業務範囲以外の相談に対応したりしていない

【相談機関別】

市町村社会福祉協議会 生活困窮者自立相談窓口

地域包括支援センター 子育て世代包括支援センター

地域子育て支援拠点 障害者相談支援事業所、発達障害者支援センター

女性相談等

29.9%

49.6%

33.6%

47.0%

12.3%

3.4%

1.1%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

直接担当する機関に連絡し、

相談者と同行してつないでいる

直接担当する機関に連絡し、

相談者と同行せずにつないでいる

市役所・町村役場の担当部署に連絡している

相談者に担当部署や相談先を伝え、

相談者から直接担当部署へ相談してもらっている

業務範囲以外の相談内容であっても、

できる範囲で対応している

その他の方法で対応している

専門以外の相談を他の機関につないだり、

業務範囲以外の相談に対応したりしていない

回答数（N:268）

問１ 専門分野以外の相談に対する対応について

専門分野以外の相談に対して、相談支援機関から直接担当する機関に連絡し、相談者と同行せずつないでいる
ケースが最も多い一方で、相談者から担当部署へ直接相談してもらっているケースも多い。

なお、自立相談窓口では、「相談者と同行してつないでいる」が他の対応より多くなっている。
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（件）



スムーズ

であると

感じる
81.8%

スムーズ

であると

感じない
16.4%

無回答
1.8%

9

問２ 他の相談機関・施設との連携や連絡について

８割以上の相談支援機関が、連絡や連携がスムーズであると感じている。

「連携がスムーズであると感じない」と答えた機関にその理由をたずねたところ、「その他」が最も多くなっている。

〔その他の意見〕連絡や連携がスムーズに行われていると感じない理由
・連絡や情報の提供は比較的スムーズに行われているが、連携となると専門機関に繋い
だが、どのように対応したか一切報告がない場合や自己の職域であるのに対応すること
に難色を示す機関もあるなど十分に連携できているとは言い難い。
・お互いの業務に関する知識、理解が乏しく、話がかみ合わない時があり大変に感じる。

回答数（N:274）

連携に必要な相

談機関や施設な

どの資源が地域

に少ない
20.0%

連携先と日頃か

ら交流がない
20.0%

連携先の業務に

関する知識に乏

しいため、連絡し

づらい
20.0%

その他
26.7%

無回答
13.3%

感じない理由

回答数（N:45）
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問３ 関係機関をコーディネートする機関の必要性について

９割以上の相談支援機関が、複数の関係機関をコーディネートする機関が必要であると感じている。

「必要」と答えた機関に、コーディネートする上で重要なことをたずねたところ、「適切にコーディネートできる人材」
が最も多くなっている。

〔その他の意見〕コーディネートする上で重要なこと
・縦割り行政を横断的にコーディネートできる人材または部署。

必要だ
95.3%

必要ない
4.4%

無回答
0.4%

回答数（N:274）

69.3%

52.5%

48.7%

11.5%

3.8%

3.4%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

適切にコーディネートできる人材

様々な制度や分野に関する知識

関係する機関との顔の見える関係

関係する機関との間で、支援の経過を確実に

やりとりするための連絡票

インターネットなどを活用して

情報のやりとりを行う電子システム

その他

コーディネートする上で重要なこと

回答数（N:261）



1.3%

35.5%

3.2%

9.0%

15.5%

35.5%

0% 10% 20% 30% 40%

親の介護と子育てを同時にしている世帯

高齢の親と、働いていない子が同居して

いる世帯（いわゆる８０５０）

20歳前後で就労できず、生活支援を必要

としている人

障害の疑いがあるが、手帳の申請や病院

の受診を拒否しているために制度の利用

ができない人

ごみ屋敷に暮らす人

その他

回答数（N:155）
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問４ 複数分野の課題を抱えるケースへの対応について

「高齢の親と、働いていない子が同居している世帯（いわゆる８０５０）」が最も多く、次いで「ごみ屋敷に暮らす
人」、「障害の疑いがあるが、手帳の申請や病院の受診を拒否しているために制度の利用ができない人」となって
いる。

「その他」も多く、選択肢に記載したケース以外にも、様々な課題を抱えるケースに対して対応していることがう
かがえる。

〔その他の意見〕

複数分野の課題を抱える相談者等で対応したケース

・健常者と知的障害者で金銭管理ができない夫婦。（社会福祉協

議会）

・高齢の母、がんの姉、不登校のおい、多重債務の本人が同居し

ている世帯。（生活困窮者自立相談窓口）

・独居高齢者で認知症の疑いあり。（地域包括支援センター）

・無収入世帯で家庭内暴力があった家族。（子育て世代包括支援

センター）

・母と子どもがそれぞれ精神障害者手帳を所持。（地域子育て支

援拠点）

・両親が高齢で母親が認知症、重度知的障害の娘との３人暮らし。

（障害者相談支援事業所）

・身体障害の父、難病の母、精神障害の息子が同居。（障害者相

談支援事業所）



配置されてい

る
12.0%

配置されていな

い
83.6%

無回答
4.4%
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問５ コミュニティソーシャルワーカーについて（配置状況）

コミュニティソーシャルワーカーが配置されている相談支援機関は約１割となっている。

多くの分野の相談支援機関で「配置されていない」の件数が多くなっている中で、社会福祉協議会では「配置さ
れている」の件数が多くなっている。

（件）

回答数（N:274）

11

24

1

15

6

51

1

6

3

59

11

71 3

0 50 100 150 200 250

配置されている

配置されていない

相談機関別の配置状況

市町村社会福祉協議会

生活困窮者自立相談窓口

地域包括支援センター

子育て世代包括支援センター

地域子育て支援拠点

障害者相談支援事業所、発達障害者支援センター

女性相談等



81.8%

84.8%

72.7%

45.5%

45.5%

51.5%

30.3%

15.2%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

要援護者からの相談受付

必要なサービスへのつなぎ

各種福祉サービスの利用申請支援

ケース検討会の開催

住民活動の育成支援

（住民との懇談会開催、組織化の支援など）

地域住民に対する

福祉サービスの利用方法等の情報提供

新しいサービスの開発

その他 回答数（N:33）
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問５ コミュニティソーシャルワーカーについて（活動内容）

コミュニティソーシャルワーカーが配置されていると回答した相談支援機関に対し、その活動内容をたずねたと
ころ、「必要なサービスへのつなぎ」が最も多く、次いで「要援護者からの相談受付」、「各種福祉サービスの利用
申請支援」、「地域住民に対する福祉サービスの利用方法等の情報提供」となっている。



必要だ
64.6%

必要ない
3.6%

わからない
30.3%

無回答
1.5%

37.9%

32.8%

3.4%

14.1%

2.8%

0.6%

5.1%

0% 10% 20% 30% 40%

市役所・町村役場

社会福祉協議会

社会福祉法人

地域包括支援センター

障害者相談支援事業所

地域子育て支援拠点

その他

配置するべき場所

回答数（N:171）
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問６ コミュニティソーシャルワーカーについて（配置の必要性）

コミュニティソーシャルワーカーの配置については、６割以上の相談支援機関が「必要だ」と回答する一方で、
「わからない」も３割以上となっている。

「必要だ」と回答した相談支援機関に対し、その配置場所をたずねたところ、「市役所・町村役場」が最も多くなっ
ている。

〔その他の意見〕コミュニティソーシャルワーカーの配置場所
・広域的に対応ができるよう、県の機関など。
・各公民館。住民が利用しやすいため。

・社会福祉士がいない全ての機関。

回答数（N:274）



28

19

11

16

13

10

14

7

4

11

4

6

47

13

12

29

19

23

4

7

3

6

2

2

54

22

40

9

13

10

1

73

34

25

11

27

39

4

3

2

2

1

0 50 100 150 200 250

制度の狭間にある住民者からの相談への対応

（必要なサービスへのつなぎや各種福祉サービスの利用

申請支援等を含む）

事例に応じた関係者間で構成するケース検討会の開催

住民に対する福祉サービスの利用方法等の情報提供

住民の地域活動の育成支援

住民と福祉の専門家との協働の促進

新たなサービスや仕組みの研究・開発・普及

その他

【相談機関別】

市町村社会福祉協議会 生活困窮者自立相談窓口

地域包括支援センター 子育て世代包括支援センター

地域子育て支援拠点 障害者相談支援事業所、発達障害者支援センター

女性相談等

82.8%

36.5%

36.5%

28.1%

28.5%

32.8%

3.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

制度の狭間にある住民者からの相談への対応

（必要なサービスへのつなぎや

各種福祉サービスの利用申請支援等を含む）

事例に応じた関係者間で構成する

ケース検討会の開催

住民に対する福祉サービスの

利用方法等の情報提供

住民の地域活動の育成支援

住民と福祉の専門家との協働の促進

新たなサービスや仕組みの

研究・開発・普及

その他
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問７ コミュニティソーシャルワーカーについて（期待する役割）

「制度の狭間にある住民からの相談への対応」が最も多くなっている。
分野別に見ても、全ての相談支援機関で「制度の狭間にある住民からの相談への対応」が最も多くなっている。

〔その他の意見〕コミュニティソーシャルワーカーに期待する役割
・インフォーマルサービスと利用希望者のマッチング。

・地域の現状を理解し、とにかく動き回って頂きたい。

回答数（N:261）

（件）



68.2%

19.4%

24.1%

12.4%

0% 20% 40% 60% 80%

事業所で働くすべての職員が評価を行っ

ている

事業所内に、管理者や従業者等で構成さ

れる評価を行う組織を設置し、その組織

が評価を行っている

利用者やその家族に聞き取り調査やアン

ケート調査を実施している

その他

自己評価の実施方法

行っている
62.1%

行っていない
33.9%

無回答
4.0%
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問８ 提供する福祉サービスの自己評価について（実施状況）

自ら提供している福祉サービスについての自己評価は、約６割の相談支援機関が実施している。

実施方法は「事業所で働くすべての職員が評価を行っている」が最も多く、次いで「利用者やその家族に聞き取
り調査やアンケート調査を実施している」 、 「事業所内に、管理者や従業者等で構成される評価を行う組織を設
置し、評価を行っている」となっている。

回答数（N:274） 回答数（N:164）



受けている

17.5%

受けていない

81.0%

無回答

1.5%

問１０ 福祉サービスの外部評価

必要である
95.3%

必要ない
3.3%

無回答
1.5%

問９ 自己評価の必要性
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問９ 提供する福祉サービスの自己評価について（必要性）
問１０ 福祉サービスの外部評価について

福祉サービスの自己評価については、９割以上の相談支援機関が「必要である」と回答している。
福祉サービスの外部評価を受けている相談支援機関は約２割となっている。

回答数（N:274）
回答数（N:274）


